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ついての実態調査報告書 2007」は、2 つのプロジェクトの合同報告である。 
 本報告書は 2 部構成になっており、第 1 部は「看護師の情報収集行動」として、第 1 章
「大学病院看護師の情報収集行動実態調査」は、大学病院看護師の情報収集行動について
明らかにすることを目的に、2 つの大学病院において実態調査を実施し、図書館による研究
を行う看護師への支援の必要性について考察した。実態調査のうち、平成 18 年 9 月に大阪
市立大学附属病院の看護部に依頼して行った「大学病院における看護師の情報収集行動に
ついての実態調査－大阪市立大学附属病院の場合－」のアンケートは資料として添付した。 








 第 2 部は、「患者図書室の実態と課題・今後」と題し、第 3 章「日本における看護図書室
の実態－事例を中心に－」は、平成 17 年度、18 年度の「公開シンポジウム医療情報を考え
る！Part１」及び「同 Part２」のまとめである。2 回の公開シンポジウムを通じて患者・
市民に対する医療・健康情報の必要性と患者図書室（情報室）の必要性を論じている。 
 第 4 章「患者図書室の課題と今後」では、患者図書室の現状と課題について、主に法律
と政策面から現状を考察し、今後の方向性として、現状を分析し、患者・市民への医療情
報サービスに対する患者図書室と公共図書館との連携について模索した。 







で、年間 30 万人以上の患者が死亡している。平成 18 年 6 月にはがん対策基本法が制定さ
れた。この法律の成立の背景には、患者の働きかけが大きな力になったと言われている。
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第 1 章 大学病院看護師の情報収集行動実態調査  
 















は、641 人中 540 人で、回収率は 85％であった。 
 さらに、A 大学病院において行った調査だけでは A 大学病院特有の地域性や施設環境、
組織文化などがバイアスとなることを考慮し、2007 年 9 月 4 日から同年 9 月 20 日にかけ
て、B 大学病院においても同様に調査を行った。回答が得られたのは、500 人中 453 人で、







で欠損値は 25、B 大学病院における有効回答数は 450 で欠損値は 3 であった。A 大学病院
においては、大学院修士課程が 5 人で 1.0％、大学が 36 人で 7.0％、短期大学が 123 人で
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23.9％、中学および高校（準看学校、看護学校など卒含む）が 351 人で 68.1％であった。
B大学病院においては、一般学歴は、大学院修士課程が 6人で 1.3％、大学が 62人で 13.8％、
短期大学が 99 人で 22％、中学および高校（準看学校、看護学校など卒含む）が 283 人で
62.9％であった。本調査では、大学院修士課程および大学卒業者を A 群、短期大学卒業者
を B 群、その他中学･高校卒業者を C 群とした（表 1）。なお、C 群には、専門学歴におけ















A 大学病院 n=515 1.0% 7.0% 23.9% 68.1% 100.0%
B 大学病院 n=450 1.3% 13.8% 22.0% 62.9% 100.0%
 
1.3.1.2 臨床経験年数 
 臨床経験年数は、1 年未満を切り捨てて回答してもらった結果、A 大学病院における平均
は 10.4 年で、最低値は 0 年、最高値は 42 年、最頻値は 2 年、中央値は 8 年であった。B
大学病院においては、平均は 11.2 年で、最低値は 0 年、最高値は 38 年、最頻値は 1 年、
中央値は 9 年であった。臨床経験年数別の割合は、表 2 のとおりであり、日本看護協会に
よる 2001 年看護職員実態調査１）の病院の種類別正職員勤続年数の特定機能病院の数値と 1
年未満と 25 年以上の値において若干割合が高い傾向があったもののほぼ同様であった。 
 
表 2 臨床経験年数 


















6.6% 22.2% 16.2% 11.9% 16.4% 8.2% 6.4% 12.1% 100.0%
B 大学病院 3.1% 19.5% 17.0% 11.0% 18.8% 13.2% 6.5% 11.0% 100.0%




 それぞれの大学病院における職名を尋ねたところ、A 大学病院における有効回答数は 513
で、B 大学病院における有効回答数は 447 であり、部長、副部長、師長、副師長、主任、




における有効回答数は 512 で、B 大学病院における有効回答数は 447 であった。また、臨
床現場での研究において、論文執筆した回数を尋ねたところ、A 大学病院における有効回答




表経験とは異なり、A 大学病院では約 40% の看護師が論文執筆経験を有しているが、B 大
学病院においてはわずか 15%にすぎなかった。 
 
表 3 口頭発表経験数 
 なし 1 回 2 回 3 回 4 回 5 回 6 回以上 合計 
A 大学病院 
n=512 
45.3% 17.6% 16.6% 8.2% 3.5% 3.3% 5.5% 100.0%
B 大学病院 
n=447 
48.6% 21.9% 15.4% 7.6% 2.7% 1.6% 2.2% 100.0%
 
表 4 論文執筆経験数 
 なし 1 回 2 回 3 回 4 回 5 回 6 回以上 合計 
A 大学病院 
n=506 
59.1% 16.4% 9.5% 7.3% 3.1% 1.6% 3.0% 100.0%
B 大学病院 
n=448 
85.9% 8.3% 3.4% 1.3% 0.7% 0.2% 0.2% 100.0%
 
なお、それぞれの大学病院における論文生産性を、医学中央雑誌を用いて、筆頭著者所
属機関の国公私立別に、2003 年から 2005 年までの 3 年間の総文献数平均値を記事区分ご







表 5 論文生産性(文献数) 
    会議録 解説 原著論文 合計 
2003 13 4 4 21
2004 10 2 4 16
2005 10 3 4 17
A 大学病院 
合計 33 9 12 54
2003 7 10 2 19
2004 6 6 5 17
2005 9 4 2 15
B 大学病院 
















ところ、A 大学病院における有効回答数は 496 で、B 大学病院における有効回答数は 368
であり、結果は表 6 のとおりであった。 
 約半数の看護師が、個人で雑誌を講読しているということが明らかになった。 
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0 誌 54.2% 43.8%
1 誌 29.0% 37.5%
2 誌 9.7% 11.1%
3 誌 4.9% 4.1%





病院における有効回答数は 535 で、B 大学病院における有効回答数は 453 であり、結果は


















表 7 インターネット利用 
  Ａ大学病院 Ｂ大学病院 
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n=535 n=453 
利用しない 50.8% 5.5% 
パソコンで利用する 48.0% 88.7% 
携帯電話で利用する 5.8% 44.4% 
合計  104.6% 138.6% 
 
1.3.2.4 看護や医療に関する情報が必要となる機会 
 看護や医療に関する情報が必要となる場合について 3 つまで回答可としてたずねたとこ
ろ、A 大学病院における有効回答数は 530 で、B 大学病院における有効回答数は 449 であ
った。「看護･診療における問題解決のため」が最も多く、次いで「専門分野の最新情報を
得るため」で、A 大学病院と B 大学病院では「学会発表のため」以外の項目でほぼ同様の




以外の項目では同様の結果であり、表 8 に示した。 
 








特に必要ない 0.2% 1.1% - 
看護･診療における問題解決のため 71.1% 75.3% 70.0% 
専門分野の最新情報を得るため 65.3% 66.8% 65.0% 
専門外分野の知識を得るため 36.8% 39.0% 30.0% 
患者への説明のため 22.1% 27.2% 35.0% 
学会や研究会で発表するため 43.8% 26.9% 35.0% 
論文執筆のため 11.9% 11.1% 15.0% 
テレビや新聞での報道を確認するため 0.9% 0.7% 25.0% 
その他 0.9% 0.9% 25.0% 
 
1.3.2.5 看護や医療に関する情報を入手する手段 
 看護や医療に関する情報をどのようにして入手するかを 3 つまで回答可としてたずねた
ところ、A 大学病院における有効回答数は 531 で、B 大学病院における有効回答数は 450
で、結果は表 9 の通りであった。 
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本調査においては、「インターネット」「購読雑誌」の利用度が高い傾向にあったが、 
Lathey 4）の調査によると、「知人、同僚」「個人所有の図書」が上位を占め、「雑誌」は 5












特に入手しない 3.0% 3.6% - 
方法がない 1.3% 1.3% 10.0%  
知人･同僚 38.6% 38.7% 35.0%  
購読雑誌   59.5% 65.6% - 
インターネット 64.8% 66.9% 65.0%  
勤務先の図書館 39.5% 34.0% 60.0%  
公共図書館  10.0% 4.0% 5.0%  
業者 5.5% 5.1% - 




してたずねたところ、A 大学病院における有効回答数は 530 で、B 大学病院における有効
















特に入手しない 2.1% 2.4% - 
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知人･同僚 26.6% 36.5% 45.0%  
雑誌 74.3% 78.0% 80.0%  
図書 32.1% 35.9% 45.0%  
インターネット 53.2% 55.5% 70.0%  
テレビ･ラジオ･新聞 18.9% 14.7% 40.0%  
学会や研修会 35.7% 27.8% 65.0%  
文献データベース 5.7% 6.0% 35.0%  




ねたところ、A 大学病院における有効回答数は 523 で、B 大学病院における有効回答数は














特にない 9.0% 11.9% - 
図書館が使いにくい 46.8% 44.3% 45.0% 
的確な情報が得られない 47.4% 48.1% 75.0% 
費用がかかりすぎる 30.2% 25.3% 10.0% 
時間がかかりすぎる 40.9% 31.8% 30.0% 
方法がわからない 21.8% 23.3% - 




て尋ねたところ、A 大学病院における有効回答数は 519 で、B 大学病院における有効回答
数は 438 であり、結果は表 12 のとおりであった。 
 この結果は、看護師の臨床看護研究における困難要因とも関連しており、「身近な場所に
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ある医学･看護図書館」に対するニーズが高く、それに加えて、「コンサルタントサービス」
や「代行サービス」のようなソフト面での支援の必要性を示唆している。 
 A 大学病院における、「その他」の自由回答には、図書館の立地に関するものが 1 件、図
書館の開館時間に関するものが 5 件、職場のインターネット利用環境に関するものが 1 件
であった。 
 








特にない 6.0% 12.3% - 
身近な場所にある利用可能な医学･看護図書館 67.4% 56.2% 75.0%  
情報検索･文献入手のための講習会 25.8% 18.3% 30.0%  
情報に関する相談ができるコンサルタントサービス 47.6% 40.6% 45.0%  
情報検索･文献入手の代行サービス 48.9% 44.5% 25.0%  


















病院における有効回答数は 527 で、B 大学病院における有効回答数は 448 であり、結果は
表 13 のとおりであった。 
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 所属する大学図書館の利用について複数回答可として尋ねた。A 大学病院の大学図書館の































医学図書館 HP 利用 9.5% 8.3%
看護図書館 HP 利用 6.1% - 
本館 HP 利用 - 6.5%
電話 1.3% 0.0%
その他 0.2% 0.0%

























病院における有効回答数は 511 で、B 大学病院における有効回答数は 444 であり、結果は





た 1999 年の報告があるが、当時は医学中央雑誌が CD-ROM 版であり看護雑誌の収録タイ
トル数が少なかったためか、上位から「日本看護関係文献集」「利用経験なし」「最新看護
索引」「医学中央雑誌」の順であった。また、複数の病院を対象に調査を行ったため、病院























検索経験なし 15.3%  23.9% 
医学中央雑誌 81.6%  69.4% 
最新看護索引 21.1%  18.2% 
MEDLINE 14.5%  11.5% 
CINAHL 4.3%  5.9% 
雑誌記事索引 13.1%  14.4% 
CiNii 0.2%  1.1% 










A 大学病院におけるその他の回答は 9 件で、文献検索ツールについての不満を除くと、6
件が「文献検索をしたことがないからわからない」という自由記述であった。B 大学病院に
おけるその他の回答は 3 件で、1 件は図書館の開館時間に対する不満で、2 件は具体的な記
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述がなかった。 
 
表 16 文献検索時困難要因 
  A 大学病院 n=514 B 大学病院 n=437 
特にない 9.9% 13.5%  
利用するツールがわからない 41.8% 45.1%  
データベース等の操作法がわからない 32.3% 28.6%  
適切なキーワードがわからない 51.4% 39.6%  
必要な文献にヒットしない 61.9% 57.4%  




病院における有効回答数は 521 で、B 大学病院における有効回答数は 450 であり、結果は
表 17 のとおりであった。さらに、この講習会について、役に立ったと思うか尋ねたところ、
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あまりそう思わない 1.4% 14.3%
全くそう思わない 0.0% 1.2%















なし 55.7% 50.6%  
大学･看護学校等の授業で受けた  21.3% 29.8%  
大学・看護学校等の図書館で受けた 8.3% 10.2%  
病院図書室の講習会や院内研修で受けた 9.3% 13.4%  
院外研修で受けた 12.8% 6.7%  




















を大学院修士課程および大学卒業者を A 群、短期大学卒業者を B 群、その他中学･高校卒




表 21 から表 24 の通りとなり、A 群および B 群の構成員は、主に、臨床経験年数 7 年未満
で役職を持たない看護師に該当した。 
 
表 20 学歴別分析用区分 
  A 群（大学院･大学） B 群（短期大学） C 群（中学･高等学校） 合計 
A 大学病院 n=515 8.0% 23.9% 68.1% 100.0%
B 大学病院 n=450 15.1% 21.0% 62.9% 100.0%
 












Ａ群(n=41)   8.1% 8.5% 3.7%   8.1% 
Ｂ群(n=123) 40.0%    31.3%     24.2% 
Ｃ群(n=344) 60.0%  91.9% 60.2% 96.3% 100.0%  67.7% 
合計(n=508) 100.0%  100.0% 100.0% 100.0% 100.0%  100.0% 
 









Ａ群(n=68) 22.2%  6.7% 15.9% 8.3%  15.2%  
Ｂ群(n=99) 22.2%    24.0% 16.7%  22.1%  
Ｃ群(n=280) 55.6%  93.3% 60.1% 75.0%  62.6%  
合計(n=447) 100.0%  100.0% 100.0% 100.0%  100.0%  
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Ａ群(n=41) 17.6% 8.8% 12.0% 4.9% 1.2% 14.3% 12.5% 1.7% 8.1% 
Ｂ群(n=123) 35.3% 51.3% 49.4% 13.1% 4.8%    24.2% 
Ｃ群(n=345) 47.1% 39.8% 38.6% 82.0% 94.0% 85.7% 87.5% 98.3% 67.8% 
合計(n=509) 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 
 





























Ａ群(n=68) 35.7%  28.7%  22.4% 12.2% 4.8% 8.5% 6.9%  8.2%  15.2% 
Ｂ群(n=99) 28.6%  41.4%  50.0% 12.2% 10.7% 5.1% 3.4%  4.1%  22.1% 
Ｃ群(n=280) 35.7%  29.9%  27.6% 75.5% 84.5% 86.4% 89.7%  87.8%  62.6% 








した。A 大学病院における有効回答総数は 531 件、ただし、今回の学歴区分による分析観
点からの有効回答数は 512 件であった。また、B 大学病院における有効回答総数は 449 件、
ただし、今回の学歴区分による分析観点からの有効回答数は 448 件であった。それぞれの
結果は表 25 と表 26 のとおりであった。 
 情報を入手する手段として勤務先の図書館と回答した割合は、C 群に対して A 群および
B 群において高値であった。インターネットと回答した割合は、B 群および C 群に対して
A 群において高値であり、学歴に関わらず、第一位の手段として挙げられた。 
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表 25 A 大学病院学歴別情報入手手段 





A 群(n=41) 0.0% 36.6% 63.4% 82.9% 48.8% 12.2% 9.8% 2.4%
B 群(n=123) 0.0% 35.8% 52.0% 61.0% 58.5% 8.1% 0.8% 4.1%
C 群(n=348) 2.0% 39.9% 60.9% 65.2% 32.8% 10.6% 6.0% 6.6%
全体(n=512) 1.4% 38.7% 59.0% 65.6% 40.2% 10.2% 5.1% 5.7%
 
表 26 B 大学病院学歴別情報入手手段 





A 群(n=68) 1.5% 39.7% 66.2% 77.9% 45.6% 2.9% 0.0% 5.9%
B 群(n=99) 1.0% 46.5% 51.5% 67.7% 45.5% 5.1% 0.0% 8.1%
C 群(n=282) 1.4% 35.5% 70.2% 64.2% 27.0% 3.9% 8.2% 8.5%




によって分析した。A 大学病院における有効回答総数は 530 件、ただし、今回の学歴区分
による分析観点からの有効回答数は 511 件であった。また、B 大学病院における有効回答
総数は 449 件、ただし、今回の学歴区分による分析観点からの有効回答数は 448 件であっ
た。それぞれの結果は表 27 と表 28 のとおりであった。 
情報を入手するメディアとして図書と回答した割合は、C 群に対して A 群および B 群に
おいて高値であった。学会や研修会と回答した割合は、B 群に対して A 群および C 群にお
いて高値であり、年齢や臨床経験年数、研究実績との関連が推測された。第一位のメディ
アは「購読雑誌」であり、次いで「インターネット」が挙げられた。「文献データベース」
は重要なメディアとして認識されていなかったが、学歴によって A 群、B 群、C 群の順に
若干高値であった。 
 
表 27 A 大学病院学歴別情報入手メディア 





A 群(n=41) 0.0% 19.5% 68.3% 46.3% 78.0% 17.1% 36.6% 7.3% 0.0%
B 群(n=123) 0.0% 25.2% 74.0% 55.3% 55.3% 18.7% 18.7% 6.5% 0.0%
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C 群(n=347) 2.6% 27.4% 75.5% 23.3% 50.7% 18.7% 41.8% 4.9% 0.3%
全体(n=511) 1.8% 26.2% 74.6% 32.9% 54.0% 18.6% 35.8% 5.5% 0.2%
 




A 大学病院における有効回答総数は 523 件、ただし、今回の学歴区分による分析観点から
の有効回答数は 504 件であった。また、B 大学病院における有効回答総数は 447 件、ただ
し、今回の学歴区分による分析観点からの有効回答数は 446 件であった。それぞれの結果
は表 29 と表 30 のとおりであった。 
いずれの大学病院においても、「図書館が使いにくい」、「的確な情報が得られない」とい
う要因が挙げられており、学歴による違いは見出せなかった。「方法がわからない」という
回答については、学歴に応じて A 群、B 群、C 群の順に若干高値であった。 
 
表 29 A 大学病院学歴別情報入手時困難要因 
  困難なし 図書館 的確さ 費用 時間 方法無知 その他 
A 群(n=41) 9.8% 51.2% 43.9% 36.6% 51.2% 19.5% 0.0% 
B 群(n=121) 9.9% 36.4% 52.9% 24.0% 39.7% 20.7% 2.5% 
C 群(n=342) 8.2% 50.3% 46.2% 31.6% 31.6% 23.1% 1.5% 
全体(n=504) 8.7% 47.0% 47.6% 30.2% 35.1% 22.2% 1.6% 
 
表 30 B 大学病院学歴別情報入手時困難要因 
  困難なし 図書館 的確さ 費用 時間 方法無知 その他 
A 群(n=68) 11.8% 54.4% 47.1% 26.5% 33.8% 19.1% 2.9% 
B 群(n=99) 12.1% 46.5% 47.5% 24.2% 29.3% 20.2% 5.1% 
C 群(n=279) 11.8% 41.2% 48.4% 25.1% 31.9% 25.4% 3.2% 





A 群(n=68) 1.5% 35.3% 83.8% 41.2% 63.2% 10.3% 27.9% 10.3% 0.0%
B 群(n=99) 1.0% 42.4% 74.7% 47.5% 61.6% 16.2% 12.1% 7.1% 0.0%
C 群(n=281) 3.2% 34.5% 77.6% 30.6% 51.2% 15.3% 33.5% 4.6% 1.8%
全体(n=448) 2.5% 36.4% 77.9% 35.9% 55.4% 14.7% 27.9% 6.0% 1.1%
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て分析した。A 大学病院における有効回答総数は 519 件、ただし、今回の学歴区分による
分析観点からの有効回答数は 500 件であった。また、B 大学病院における有効回答総数は
438 件、ただし、今回の学歴区分による分析観点からの有効回答数は 437 件であった。そ
れぞれの結果は表 31 と表 32 のとおりであった。 
いずれにおいても、図書館に対するニーズは高く、現状の立地やサービスには満足して
いないことを示している。また、学歴による大きな差は認められなかったが、C 群において
は、A 群および B 群と比較して、「講習会」や「代行サービス」に対するニーズが若干高く、
自立して情報を入手できる状況にない可能性が示唆された。 
 
表 31 A 大学病院学歴別情報入手ニーズ 





A 群(n=40) 2.5% 62.5% 12.5% 52.5% 47.5% 10.0% 
B 群(n=121) 9.1% 61.2% 14.0% 38.0% 43.0% 1.7% 
C 群(n=339) 4.4% 70.8% 31.6% 51.6% 52.5% 1.2% 
全体(n=500) 5.4% 67.8% 25.8% 48.4% 49.8% 2.0% 
 
表 32 B 大学病院学歴別情報入手ニーズ 





A 群(n=65) 12.3% 58.5% 18.5% 41.5% 36.9% 6.2% 
B 群(n=96) 12.5% 62.5% 12.5% 34.4% 37.5% 5.2% 
C 群(n=276) 12.3% 53.6% 20.3% 42.4% 48.9% 3.3% 




であった A 群および B 群において高値であったが、学歴に関わらず、第一位の手段として
は「インターネット」が挙げられた。情報を入手するメディアについては、「購読雑誌」「イ
ンターネット」が高値であり、「文献データベース」は重要なメディアとして認識されてい
 - 20 - 




















A 大学病院における有効回答総数は 527 件、ただし、今回の学歴区分による分析観点か
らの有効回答数は 504 件であった。また、B 大学病院における有効回答総数は 448 件、た
だし、今回の学歴区分による分析観点からの有効回答数は 433 件であった。所属する大学
の図書館の来館利用について分析した結果は表 33 と表 34 のとおりであった。 
大学病院における大学図書館の環境は、それぞれの立地や開館時間、蔵書構成等により




が高く、看護図書館の利用はそれよりも下回っているが、学歴別に見ると、B 群が A 群お
よび C 群と比較して看護図書館の利用が高値で、図書館を利用していないという回答が C













A 群(n=41) 61.0% 39.0% 22.0%
B 群(n=123) 51.2% 75.6% 16.3%
C 群(n=340) 45.6% 32.4% 40.9%
全体(n=504) 48.2% 43.5% 33.3%
 
表 34 B 大学病院学歴別図書館利用状況 
図書館利用あり 
 
本館 医学 看護 
利用なし 
A 群(n=68) 23.5% 45.6% 52.9% 33.8%
B 群(n=97) 13.4% 38.1% 53.6% 37.1%
C 群(n=268) 29.1% 26.5% 35.4% 44.0%
全体(n=433) 25.0% 31.7% 42.2% 41.5%
 
1.3.4.2.2 学歴別図書館サービス認知度 
 看護研究を行う上で利用すべき 5 つの図書館サービスについて知っているものをたずね
た。A 大学病院における有効回答総数は 525 件、ただし、今回の学歴区分による分析観点
からの有効回答数は 505 件であった。また、B 大学病院における有効回答総数は 434 件、
ただし、今回の学歴区分による分析観点からの有効回答数は 432 件であった。結果は表 35
と表 36 の通りであった。 
全体的に A 群、B 群、C 群の順に全てのサービスの認知度が低くなっている。このこと
は、看護師の情報の必要度や図書館利用の経験が要因となっていると考えるが、看護基礎
教育における図書館利用や情報リテラシー教育の経験も根底にあると考えられる。例えば、











表 35 A 大学病院学歴別図書館サービス認知度 
 貸出 複写 相談 相互貸借 ﾃﾞﾘﾊﾞﾘｰ 
A 群(n=41) 100% 87.8% 36.6% 65.9% 26.8% 
B 群(n=123) 95.9% 86.2% 30.1% 61.8% 20.3% 
C 群(n=341) 86.5% 79.2% 19.4% 46.0% 16.1% 
全体(n=505) 89.5% 81.1% 23.6% 50.5% 18.3% 
 
表 36 B 大学病院学歴別図書館サービス認知度 
  貸出 複写 相談 相互貸借 ﾃﾞﾘﾊﾞﾘｰ 
A 群(n=68) 98.5% 86.8% 22.1% 58.8% 41.2% 
B 群(n=97) 99.0% 80.4% 10.3% 40.2% 34.0% 
C 群(n=267) 88.8% 73.4% 9.7% 40.1% 31.5% 





は 494 件であった。また、B 大学病院における有効回答総数は 444 件、ただし、今回の学
歴区分による分析観点からの有効回答数は 430 件であった。結果は表 37 と表 38 の通りで
あった。 







が A 群と B 群に比べて C 群において高いことから、文献検索の経験の有無と学歴との関連
性が示唆された。 
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表 37 A 大学病院学歴別文献検索ツール利用経験 
 医中誌 看護索引 MEDLINE CINAHL 雑誌索引 なし 
A 群(n=40) 97.5% 22.5% 45.0% 20.0% 12.5% 2.5% 
B 群(n=122) 94.3% 8.2% 8.2% 0.0% 4.9% 5.7% 
C 群(n=332) 76.5% 25.9% 13.0% 3.9% 16.0% 19.3% 
全体(n=494) 81.4% 21.1% 14.5% 4.3% 12.9% 14.4% 
 
表 38 B 大学病院学歴別文献検索ツール利用経験 
 医中誌 看護索引 MEDLINE CINAHL 雑誌索引 なし 
A 群(n=68) 92.6% 14.7% 32.4% 22.1% 16.2% 4.4% 
B 群(n=98) 75.5% 10.2% 11.2% 4.1% 12.2% 20.4% 
C 群(n=264) 61.4% 21.2% 6.4% 2.3% 14.8% 29.9% 




数は 514 件、ただし、今回の学歴区分による分析観点からの有効回答数は 494 件であった。
また、B 大学病院における有効回答総数は 437 件、ただし、今回の学歴区分による分析観
点からの有効回答数は 423 件であった。結果は表 39 と表 40 の通りであった。 









表 39 A 大学病院学歴別文献検索困難事項 
 なし ツール 操作法 ｷｰﾜｰﾄﾞ ﾉｰﾋｯﾄ 
A 群(n=40) 20.0% 30.0% 17.2% 52.5% 65.0%
B 群(n=122) 7.4% 39.3% 32.0% 52.5% 63.9%
C 群(n=332) 9.3% 43.4% 33.7% 51.5% 62.7%
全体(n=494) 9.9% 41.8% 32.3% 51.4% 61.9%
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表 40 B 大学病院学歴別文献検索困難事項 
  なし ツール 操作法 ｷｰﾜｰﾄﾞ ﾉｰﾋｯﾄ 
A 群(n=68) 16.2% 30.9% 23.5% 29.4% 63.2%
B 群(n=98) 11.1% 51.5% 29.3% 39.4% 62.6%
C 群(n=257) 13.6% 46.3% 28.8% 42.4% 53.7%





有効回答数は 512 件であった。また、B 大学病院における有効回答総数は 449 件、ただし、
今回の学歴区分による分析観点からの有効回答数は 435 件であった。結果は表 41 と表 42
の通りであった。 
 全体的に見ると、大学病院看護師の約半数が、文献検索に関する教育を受けた経験がな
いという結果であるが、学歴別に見ると、C 群においては 6 割以上が「受けたことがない」
と回答している。一方、「大学･看護学校等の授業で受けた」と回答したものは、A 群と B
群においては約半数であるが、C 群においては 10%前後に過ぎない。「大学･看護学校等の







表 41 A 大学病院学歴別文献検索講習受講経験 
  受講なし 大学等授業 図書館 院内研修 院外研修 その他 
A 群(n=41) 29.3% 53.7% 12.2% 19.5% 7.3% 9.8%
B 群(n=123) 38.2% 45.5% 17.9% 8.9% 1.6% 0.0%
C 群(n=348) 64.6% 9.2% 4.3% 8.1% 17.3% 2.9%
全体(n=512) 55.4% 21.5% 8.2% 9.2% 12.7% 2.7%
 
表 42 B 大学病院学歴別文献検索講習受講経験 
  受講なし 大学等授業 図書館 院内研修 院外研修 その他 
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A 群(n=68) 17.6% 60.3% 36.8% 13.2% 2.9% 0.0%
B 群(n=99) 38.4% 51.5% 13.1% 7.1% 2.0% 0.0%
C 群(n=268) 62.7% 14.6% 3.0% 16.0% 9.3% 2.2%




異なるため、A 大学病院と B 大学病院を比較することは困難であるが、図書館を利用して
いないと回答したものが C 群で高値を示している。また、図書館サービスの認知度につい


































































 研究実績の有無と学歴、職名、臨床経験年数についてクロス集計を行った結果は表 43 か
ら表 48 の通りであり、研究実績のある看護師は、学歴は C 群の割合が高く、職名が主任以
上の役職者のほとんどが該当した。A 大学病院においては、臨床経験年数が 4 年以上 10 年
未満の半数が、10 年以上の約 8 割が研究を行っており、B 大学病院においては、臨床経験
年数が 7 年以上 15 年未満の半数が、15 年以上の約 8 割が研究を行っていた。 
 
表 43 A 大学病院学歴別研究実績有無                （度数） 
  A 群 B 群 C 群 合計 
なし群(n=230) 41.5%(17)  71.1%(86) 36.8%(127) 45.4%(230) 
あり群(n=277) 58.5%(24)  28.9%(35) 63.2%(218) 54.6%(277) 
合計(n=507) 100.0%(41)  100.0%(121) 100.0%(345) 100.0%(507) 
 
表 44 B 大学病院学歴別研究実績有無                 （度数） 
 A 群 B 群 C 群 合計 
なし群(n=217) 62.7%(42)  67.3%(66) 38.7%(109) 48.5%(217) 
あり群(n=227) 37.3%(25)  32.7%(32) 61.3%(173) 51.5%(230) 
合計(n=444) 100.0%(67)  100.0%(98) 100.0%(282) 100.0%(447) 
 




看護師・副主査 准看護師 その他 合計 
なし群(n=231) 20.0%(1)  9.3%(8) 54.2%(207) 55.6%(15)   45.9%(231) 
あり群(n=272) 80.0%(4)  90.7%(78) 45.8%(175) 44.4%(12) 100.0%(3)  54.1%(272) 
合計(n=503) 100.0%(5)  100.0%(86) 100.0%(382) 100.0%(27) 100.0%(3)  100.0%(503) 
 
表 46 B 大学病院職名別研究実績有無                             （度数） 
  部長・副部長 主査・師長 助産師・看護師 その他 合計 
なし群(n=217) 62.5%(5)  10.0%(3) 52.0%(205) 33.3%(4) 48.9%(217)  
あり群(n=227) 37.5%(3)  90.0%(27) 48.0%(189) 66.7%(8) 51.1%(227)  
合計(n=444) 100.0%(8)  100.0%(30) 100.0%(394) 100.0%(12) 100.0%(444)  
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表 47 A 大学病院臨床経験年数別研究実績有無                                （度数） 
 











れる。A 大学病院における有効回答総数は 523 件、ただし、今回の研究実績有無による分
析観点からの有効回答数は 500 件であった。また、B 大学病院における有効回答総数は 438
件、ただし、今回の研究実績有無による分析観点からの有効回答数は 434 件であった。 
この結果から、職能団体である日本看護協会への加盟は研究実績との関連は低いが、学
術学会への加盟は研究実績あり群がなし群に対して度数にして 6 倍から 10 倍の差があり、
研究活動を行った経験のあるものは学会に加盟している割合が高いことを示した。 
 
表 49 A 大学病院研究実績別学協会入会状況 
  なし 日本看護協会 各種学術学会
なし群(n=229) 14.4% 83.8% 3.9%













25 年以上  合計 
なし群(n=230) 97.1%(33)  92.0%(104)  43.9%(36) 31.1%(19) 18.3%(15) 9.5%(4)  9.7%(3)  26.2%(16) 45.5%(230) 
あり群(n=276) 2.9%(1)  8.0%(9)  56.1%(46) 68.9%(42) 81.7%(67) 90.5%(38)  90.3%(28)  73.8%45) 54.5%(276) 
合計(n=506) 100.0%(34)  100.0%(113)  100.0%(82) 100.0%(61) 100.0%(82) 100.0%(42)  100.0%(31)  100.0%61) 100.0%(506) 













25 年以上 合計 
なし群(n=215) 100%(14) 87.2%(75)  61.8%(47) 44.9%(22) 38.1%(32) 30.5%(18)  13.8%(4)  6.4%(3) 48.4%(215) 
あり群(n=229)   12.8%(11)  38.2%(29) 55.1%(27) 61.9%(52) 69.5%(41)  86.2%(25)  93.6%(44) 51.6%(229) 
合計(n=444) 100%(14) 100.0%(86)  100.0%(76) 100.0%(49) 100.0%(84) 100.0%(59)  100.0%(29)  100.0%(47) 100.0%(444) 
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あり群(n=271) 12.9% 80.8% 34.3%
全体(n=500) 13.6% 82.2% 20.4%
 
表 50 B 大学病院研究実績別学協会入会状況 
  なし 日本看護協会 各種学術学会
なし群(n=215) 11.6% 87.9% 4.2%
あり群(n=219) 4.6% 95.4% 25.1%




て分析した。A 大学病院における有効回答総数は 531 件、ただし、今回の研究実績有無に
よる分析観点からの有効回答数は 508 件であった。また、B 大学病院における有効回答総
数は 450 件、ただし、今回の研究実績有無による分析観点からの有効回答数は 446 件であ






表 51 A 大学病院研究実績別情報入手手段 





なし群(n=230) 2.2% 40.9% 51.3% 60.4% 40.0% 13.5% 2.6% 3.5%
あり群(n=278) 0.4% 37.4% 66.2% 70.1% 40.6% 7.2% 6.8% 7.6%
全体(n=508) 1.2% 39.0% 59.4% 65.7% 40.4% 10.0% 4.9% 5.7%
 
表 52 B 大学病院研究実績別情報入手手段 





なし群(n=217) 1.4% 41.0% 56.2% 64.1% 31.8% 4.6% 3.2% 8.8%
あり群(n=229) 1.3% 36.2% 73.8% 70.3% 35.8% 3.1% 7.0% 7.4%
全体(n=446) 1.3% 38.6% 65.2% 67.3% 33.9% 3.8% 5.2% 8.1%
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1.3.5.1.3 研究実績別情報入手メディア 
看護や医療に関する情報をどのようなメディアを用いて入手するかについて、研究実績
の有無によって分析した。A 大学病院における有効回答総数は 530 件、ただし、今回の研
究実績有無による分析観点からの有効回答数は 509 件であった。また、B 大学病院におけ
る有効回答総数は 449 件、ただし、今回の研究実績有無による分析観点からの有効回答数







表 53 A 大学病院研究実績別情報入手メディア 
 
表 54 B 大学病院研究実績別情報入手メディア 
  メディアな
し 





なし群(n=217) 5.1% 41.0% 70.5% 40.1% 54.4% 13.8% 14.7% 3.7% 1.8%
あり群(n=228) 0.0% 32.0% 84.6% 31.6% 56.6% 15.4% 40.4% 8.3% 0.4%




分析した。A 大学病院における有効回答総数は 523 件、ただし、今回の研究実績有無によ
る分析観点からの有効回答数は 503 件であった。また、B 大学病院における有効回答総数
は 447 件、ただし、今回の研究実績有無による分析観点からの有効回答数は 403 件であっ










なし群(n=231) 2.6% 27.3% 71.0% 40.3% 51.9% 19.0% 21.6% 3.9% 0.0%
あり群(n=278) 1.4% 24.5% 78.1% 27.0% 55.4% 18.3% 47.8% 6.8% 0.4%
全体(n=509) 2.0% 25.7% 74.9% 33.0% 53.8% 18.7% 36.0% 5.5% 0.2%
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表 55 A 大学病院研究実績別情報入手時困難要因 
  困難なし 図書館 的確さ 費用 時間 方法無知 その他 
なし群(n=229) 8.3% 40.6% 47.2% 27.5% 42.4% 28.4% 0.9%
あり群(n=274) 9.5% 51.8% 49.3% 31.8% 40.1% 16.8% 2.2%
全体(n=503) 8.9% 46.7% 48.3% 29.8% 41.2% 22.1% 1.6%
 
表 56 B 大学病院研究実績別情報入手時困難要因 
  困難なし 図書館 的確さ 費用 時間 方法無知 その他 
なし群(n=215) 13.0% 40.0% 45.6% 27.0% 32.6% 22.3% 2.3%
あり群(n=228) 10.5% 48.7% 50.4% 23.7% 31.1% 24.6% 4.8%




によって分析した。A 大学病院における有効回答総数は 519 件、ただし、今回の研究実績
有無による分析観点からの有効回答数は 501 件であった。また、B 大学病院における有効
回答総数は 438 件、ただし、今回の研究実績有無による分析観点からの有効回答数は 434






表 57 A 大学病院研究実績別情報入手時ニーズ 
  特になし 身近な図書館 講習会 コンサルタント 代行 その他 
なし群(n=227) 7.9% 71.8% 22.0% 37.4% 39.6% 1.3%
あり群(n=274) 3.6% 63.9% 29.2% 57.7% 57.7% 2.6%
全体(n=501) 5.6% 67.5% 25.9% 48.5% 49.5% 2.0%
 
表 58 B 大学病院研究実績別情報入手時ニーズ 
  特になし 身近な図書館 講習会 コンサルタント 代行 その他 
なし群(n=210) 16.2% 59.5% 14.3% 33.8% 35.2% 2.9%
あり群(n=224) 8.9% 53.6% 22.3% 46.4% 54.0% 5.4%
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が該当した。A 大学病院においては、臨床経験年数が 4 年以上 10 年未満の半数、10 年以
上の約 8 割が研究を行っており、B 大学病院においては、臨床経験年数が 7 年以上 15 年未
満の半数、15 年以上の約 8 割が研究を行っていた。研究実績がある看護師は、A 大学病院
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1.3.5.2.1 研究実績別図書館利用状況 
勤務先の大学図書館をどのように利用しているかについて、研究実績の有無によって分
析した。A 大学病院における有効回答総数は 527 件、ただし、今回の研究実績有無による
分析観点からの有効回答数は 504 件であった。また、B 大学病院における有効回答総数は
448 件、ただし、今回の研究実績有無による分析観点からの有効回答数は 442 件であった。











なし群(n=228) 38.6% 47.8% 39.5%
あり群(n=276) 56.5% 39.5% 28.6%
全体(n=504) 48.4% 43.3% 33.5%
 
表 60 B 大学病院研究実績別図書館利用状況 
図書館利用あり 
 
本館 医学 看護 
利用なし 
なし群(n=214) 16.4% 24.8% 38.3% 49.5%
あり群(n=228) 33.3% 37.7% 46.5% 33.8%




した。A 大学病院における有効回答総数は 509 件、ただし、今回の研究実績有無による分
析観点からの有効回答数は 490 件であった。また、B 大学病院における有効回答総数は 434
件、ただし、今回の研究実績有無による分析観点からの有効回答数は 429 件であった。結









表 61 A 大学病院研究実績別図書館サービス認知度 
  貸出 複写 相談 相互貸借 学内搬送 
なし群(n=226) 96.0% 80.1% 17.7% 43.8% 12.4% 
あり群(n=264) 90.2% 87.5% 29.9% 61.0% 23.5% 
全体(n=490) 92.9% 84.1% 24.3% 53.1% 18.4% 
 
表 62 B 大学病院研究実績別図書館サービス認知度 
  貸出 複写 相談 相互貸借 学内搬送 
なし群(n=206) 97.1% 75.7% 7.8% 32.0% 26.2% 
あり群(n=223) 93.7% 83.0% 15.7% 56.5% 42.2% 





有効回答数は 493 件であった。また、B 大学病院における有効回答総数は 444 件、ただし、






表 63 A 大学病院研究実績別文献検索ツール利用経験 
  医中誌 看護索引 MEDLINE CINAHL 雑誌索引 なし 
なし群(n=218) 72.0% 10.6% 6.0% 1.4% 5.5% 25.2% 
あり群(n=275) 90.9% 30.5% 21.1% 6.5% 19.6% 5.8% 
全体(n=493) 82.6% 21.7% 14.4% 4.3% 13.4% 14.4% 
 
表 64 B 大学病院研究実績別文献検索ツール利用経験 
  医中誌 看護索引 MEDLINE CINAHL 雑誌索引 なし 
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なし群(n=213) 60.6% 8.9% 10.3% 4.7% 11.7% 32.4% 
あり群(n=228) 78.1% 26.3% 12.7% 7.0% 17.1% 16.2% 





数は 498 件であった。また、B 大学病院における有効回答総数は 437 件、ただし、今回の









表 65 A 大学病院研究実績別文献検索時困難要因 
  困難なし ツール無知 操作法無知 キーワード 必要文献 その他 
なし群(n=225) 10.2% 48.0% 32.9% 48.0% 53.3% 1.3% 
あり群(n=273) 9.2% 36.3% 31.5% 54.6% 70.7% 1.5% 
全体(n=498) 9.6% 41.6% 32.1% 51.6% 62.9% 1.4% 
 
表 66 B 大学病院研究実績別文献検索時困難要因 
  困難なし ツール無知 操作法無知 キーワード 必要文献 その他 
なし群(n=212) 15.6% 46.7% 27.4% 34.9% 50.5% 0.9% 
あり群(n=223) 11.2% 43.9% 30.0% 44.4% 64.1% 0.4% 





回答数は 511 件であった。また、B 大学病院における有効回答総数は 449 件、ただし、今
 - 36 - 












表 67 A 大学病院研究実績別文献検索講習受講経験 
  受講なし 大学等授業 図書館 院内研修 院外研修 その他 
なし群(n=231) 58.0% 30.3% 9.5% 7.8% 2.2% 0.9% 
あり群(n=280) 53.2% 13.9% 7.5% 10.7% 21.8% 4.3% 
全体(n=511) 55.4% 21.3% 8.4% 9.4% 12.9% 2.7% 
 
表 68 B 大学病院研究実績別文献検索講習受講経験 
  受講なし 大学等授業 図書館 院内研修 院外研修 その他 
なし群(n=217) 55.8% 35.9% 11.5% 6.9% 1.4% 0.5% 
あり群(n=229) 45.9% 23.6% 9.2% 19.7% 11.8% 2.2% 
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                                          資料 
 大阪市立大学附属病院看護部に依頼したアンケート内容 































             ２．「その他」を選択した場合はカッコ内に具体的な回答を記入してください。 
             ３．数値で回答する場合は、適した値をアラビア数字で右の□に記入してください。 
 




      締め切り  平成1９年９月２０日 （木）  
 
      問い合わせ先 大阪市立大学創造都市研究科北克一研究室 
                杉本節子  志茂淳子 
                FAX：０６－６６２９－１３２４           




































① 利用していない     ② 学術情報総合センター来館利用    ③ 医学分館来館利用     
④ 学術情報総合センターホームページを利用  ⑤ 医学分館ホームページを利用  
⑥ 看護学科図書室来館利用 ⑦ 電話による問い合わせ  ⑧ その他
（                                       ） 
 
問４ 図書館のサービスについて知っているものをお答えください。（複数回答可） 
①   図書の貸出                ② 資料のコピ  ー     
③ レファレンスサービス（質問・相談）   ④ 他大学からの文献複写等取り寄せサービス   





 ① 所属していない  ② 日本看護協会（日本看護学会） ③ 日本看護研究学会  
 ④ 日本看護科学学会 ⑤ 日本看護管理学会       ⑥ 日本看護技術学会  
⑦ 日本看護診断学会 ⑧ 日本がん看護学会       ⑨ 日本救急看護学会  
⑩ 日本母性看護学会 ⑪ 日本小児看護学会  





   （問５で回答した学会から頒布される雑誌を含めてください。） 









① 特に必要ない          ② 看護･診療における問題解決のため  
③ 専門分野の最新情報を得るため  ④ 専門外分野の知識を得るため         
⑤ 患者への説明のため       ⑥ 学会や研究会で発表するため    
⑦ 論文執筆のため         ⑧ テレビや新聞での報道を確認するため 
⑨ その他（                                         ） 
 
  
   
   
   
   
   
   
   
   
 
 
   
うらのページへ続く →













① 特に入手しない  ② 方法がない     ③ 知人･同僚  ④ 購読雑誌   
⑤ インターネット  ⑥ 勤務先の図書館   ⑦ 公共図書館  ⑧ 業者 




① 特に入手しない ② 知人･同僚      ③ 雑誌       ④ 図書  
⑤ インターネット ⑥ テレビ･ラジオ･新聞  ⑦ 学会や研修会  ⑧ 文献データベース 









① 特にない        ② 図書館が使いにくい  ③ 的確な情報が得られない 
④ 費用がかかりすぎる   ⑤ 時間がかかりすぎる  ⑥ 方法がわからない 





① 特にない              ② 身近な場所にある利用可能な医学･看護図書館 
③ 情報検索･文献入手のための講習会 ④ 情報に関する相談ができるコンサルタントサービス   





 ① 行ったことがない ② 医学中央雑誌  ③ 最新看護索引     ④ MEDLINE（PubMed含む） 
 ⑤ CINAHL      ⑥雑誌記事索引   ⑦ CiNii（NACSIS-IR含む）   







① 特にない              ② 利用するツールがわからない  
③ データベース等の操作法がわからない ④ 適切なキーワードがわからない 




   
   
 
   
   
   
   
   
   
   
   



















 ① ない                ② 大学･看護学校等の授業で受けた  
③ 大学・看護学校等の図書館で受けた  ④ 病院図書室の講習会や院内研修で受けた 




問16-3 問16で ①参加した と回答した方にお伺いします。講習会は役に立ちましたか。 





 ① ない ② 1回 ③ 2回 ④ 3回 ⑤ 4回 ⑥ 5回 ⑦ 6回以上 
                                                 
 
問17-2 これまでの臨床現場での研究において、学術雑誌に論文執筆した回数をお答えください。 
 ① ない ② 1回 ③ 2回 ④ 3回 ⑤ 4回 ⑥ 5回 ⑦ 6回以上 




                                                  年          
 
問19 差し支えなければ職名についてお答えください。 
① 看護部長・看護副部長   ② 主査・看護師長   ③ 助産師兼看護師・看護師 
 ④ その他（                       ） 
 
問20 最終卒業学校についてお答えください。 
 ① 中学校・高等学校（看護学校含む）  ② 短期大学    ③ 大学     
④ 大学院修士（博士前期）課程     ⑤ 大学院博士（後期）課程  
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節では、Evidence-based Medicine : EBM（根拠に基づいた医療）という考え方の流れを受
けた Evidence-based Nursing : EBN（根拠に基づいた看護）における図書館の役割につい
て取り上げる。 
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2.2 看護師の情報収集行動についての先行文献 
































等学校衛生看護科と、同じく中学校卒業を入学資格とする 2 年制の准看護師養成所の 2 つ
の課程がある。 
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 一方、高等学校卒業を入学資格とするいわゆる正看護師養成課程は、4 年制の大学、主に
3 年制と 2 年制の短期大学、3 年制と 2 年制の専門学校がある。看護の高等教育機関として
は、1950 年に「学校教育法」に基づく看護婦養成機関として、天使厚生短期大学が、4 年
制大学としては、1952 年に高知女子大学家政学部看護学科が設置された。3 年制短期大学




大学数は厚生労働省管轄の国立看護大学校を除いて 145 校となっている 15)。このような看
護基礎教育の多様性を保健師助産師看護師国家試験受験までのフローチャート 16)を用いて













図 1 看護師養成課程の多様性：国家試験受験までのフローチャート 
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表 2 看護基礎教育課程別学校数         2006 年 4 月現在 単位：校 
3 年課程 2 年課程 








146 45 510 701 5 44 260 309 67 1077 
文献 15 「平成 18 年看護関係統計資料集」日本看護協会出版会編より作成 
 
2.4 我が国における看護研究の歴史 






日本看護学会の第 1 回が 1967 年に開催された。これは、戦後のいわゆる新制度の看護教育
による看護婦の誕生とほぼ一致している。1968 年には雑誌｢看護研究｣が創刊し、指定規則
の改正によるいわゆる「新カリキュラム」では、看護学の独自の体系化が行われ、看護学
 - 49 - 
の中に研究が位置づけられたことと、偶然ではあろうが一致している。この年、日本看護
学会と平行して開催されていた第 17 回看護研究学会（1972 年に終回）の特別講演は、「最
近の看護研究の趨勢」であり、1962 年から 1967 年までの 5 年間の看護研究論文を分析し、
臨床看護研究が少なかったことや少ない共同研究の中で最も多かったのは医師との共同研
究であったことが報告された。吉武 18)によると、この 1968 年は、日本の看護研究の創生期
の始まりである。1970 年には、日本看護学教育学会の前身である全国看護教育研究会が発































       学会の学術性向上 → 臨床と教育との乖離が指摘 
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2.7 EBN（Evidence-based Nursing）と看護研究 
 Evidence-based Medicine（以下、EBM）は、Sackett42)らによって、「the conscientious, 





































実際に、英国における急性期病棟を対象とした調査 47)では、evidence-based practice を
行う際の組織的な問題の一つに、エビデンスへのアクセスの難しさと情報源の制約が障壁
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13) 今田敬子「臨床看護研究と情報収集行動の実際」『日本図書館情報学会,三田図書館･情報
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とする図書館）の 2 種類しかなかった。 
                                                  
1  大阪市立大学大学院創造都市研究科大学院後期博士課程 


































自分の受けている治療はどのような効果があるか？最善の治療なのかどうか？         
薬の副作用はないか？など、患者は実際に診療を受けている内容の医学知識を求めるよう
になる。治療への不安のために、医学書も読みたいという要望も出てくる。 



























































ウス5が、2005 年 3 月、西日本初、国内 3 号目の「ドナルド・マクドナルド･ハウス こう
ち」が高知医療センターの向かいに建設され、“四国の豊かな自然の中で、子どもや家族が
安心して過せる“我が家のようにくつろげる第２の家”を目指している。ハウスのベッドルー
ムは全部で 16 室。 その内 4 室はベッドが 4 台入る広めの部屋となっているので大家族で
























５．患者図書室   



















ると、現状は、次のような資料をそろえている。   
(1)  資料（ビデオ・DVD を含む） 
・一般向け医学書 
   ・闘病記 
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   ・一般書 
   ・患者会資料（患者会が出している冊子を含む） 
   ・診療ガイドライン 
   ・専門情報の提供（健康図書・専門書） 
   ・リハビリや治療法についてのビデオ等 
  ・医療相談情報 
(2) 機器 
  ・インターネット環境のあるパソコン設備 

























































































  (1)東京女子医科大学「からだ情報館」の場合 
  (2) 京都南病院図書室の場合 
７．インターネットで第三者機関が医療情報・診療情報等の情報発信をしている例・77 
８．闘病記文庫と闘病記ライブラリー・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・80 
    (1) 闘病記文庫について：健康情報棚プロジェクト 
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１. 患者図書室の使命(役割)とは 
















































 ① 治療現場を取り巻く環境の変化 
 ② 患者と医師の環境の変化 
    ＜パターナリズムの関係＞から＜パートナーシップの関係＞へ 
    ＜医師の裁量の時代＞から＜患者の自己決定＞の時代へ 
 ③ インフォームド・コンセントに基づく医療の提供 
    “患者自身が自己学習できる環境の変化が求められている”  
  ④ 医学・医療情報の特殊性について 
⑤ 医学・医療情報自体が持つ曖昧さ 
   “医学は不確実性の科学であり、医療は確立性にのっとって行われる技術である”。  
  ⑥ 医学・医療情報の伝達の難しさ 
  “診療後、10 分～80 分の時点で、患者は伝えられた情報の 40％しか思い出せない”。 
  以上のように、京都南病院では、「医学情報自身も曖昧であり、伝達も難しい情報を患 







































  ・セカンド・オピニオンとして 
  ・医師の説明を理解したい 
  ・治療法・副作用について調べたい 
  ・家族の病気について詳しく知りたい 
  ・現在かかっている診療科に疑問 
  ・医師に質問しにくい（患者の遠慮） 
 
2.3 患者向けの医療情報はどうあるきか。（患者の立場から） 
特定非営利活動法人 グループ・ネクサス （悪性リンパ腫患者・家族連絡会）10の副理事 
長、「元がんを語る有志の会」の片山環氏は患者等が求める医療情報ニーズは次の 3ステー











































































































(1) 東京女子医科大学「からだ情報館」の場合（司書 桑原文子氏） 
① わかりやすい医学専門書の充実、更新！  
理解しやすい、見てわかる図書、図版など   
② 様々な患者向け医療情報の継続的な提供/更新！  
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    ローカル HP のリンク先更新、有益な関連諸機関との連携/紹介 
③ 患者向け広報の場としてもっと活用！ 
  内外の市民公開講座のお知らせ、ポスター、患者会の案内 
④ 院内の情報を積極的に集約･収集、公開！ 
     いろいろな新規治療法や実験的な試みの紹介など 
⑤ 様々な情報発信の工夫を！  
ニュース、月報などの発行、講習会など  
⑥ 医学/医療データベースの充実を望む！     














(1) 独立行政法人福祉医療機構 WAM NET 病院・診療情報 http://www.wam.go.jp/iryo/ 
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れば、リンクして国立情報学研究所 Webcat Plus で所蔵場所を確認し、患者図書室や近く
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目次まで読んで、現物を見たいときは、実物がなくても、自分のほしい情報が得られ、Webcat 
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９．大阪府内の患者図書室の紹介（設置している病院のホームページから） 




















 んな時こそ本がよみたい」「気分が明るくなるような本がよみたい」ということで 2004 年 

































































































       












- 87 - 







開館時間 平日 9:00 ～12:00 
     13:00～15:00 
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開館時間 平日 10:00～16:00 
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10．全国の患者図書室で医療情報が入手できる施設一覧 
    患者図書室は、全国でどのくらいあるのだろうか。“いいなステーション”のホーム
ページ（http://www.e7station.com/）に医療情報が入手できる施設（全国の医学系大学の
図書館および患者図書室）を地域別に一覧できるようにしている。その中に、全国の患者
情報室約 100 施設が含まれている。 
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注： 
1   大阪市立大学大学院創造都市研究科院生共同研究(代表：杉本節子)による『公開シン
ポジウム報告書 これからの医療情報を考える！－「患者図書室」/「患者情報室」
のさらなる発展をめざして－』2006（電子ジャーナル『情報学』Vol.3，No.2，2006
（http://ojs.info.gscc. osaka-cu.ac.jp/JI/index.php） [確認: 平成 2.02.05]
から引用・参考にした。    
2  遺散療法：精神病者私宅監置ノ実況」（一九一八年）に内務省衛生局が「本篇ハ東京帝 
  国大学医科大学教授医学博士呉秀三氏ガ「精神病者私宅監置ノ実況及ビ其統計的観察」 
  ト題シ最近発表サレタルモノナルガ精神病者私宅監置ノ実況ヲ知ルノ資料トシテ極メ 




3 「医療に関する広告規制の緩和について」平成 14.3.29 告示、平成 14.4.1 通達 
http://www.mhlw.go.jp/topics/2002/04/tp0401-1.html [確認日：平成 20.2.1] 
4  人情報の保護に関する法律（平成 15.5.30 法律第 57 号、最終改正平成 5.7.16 法律第
119 号）http://www5.cao.go.jp/seikatsu/kojin/houritsu/index.html 




  [確認：平成 20.2.15] 
7  「患者の自己学習環境の整備と患者向け医療書の選定に関する研究」『前掲ⅰ』2006,  
p.103 
8  同上 
9  伊勢美子「患者が求める医学情報」『医学図書館』41,p.331-335,1994. 
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第 4 章 患者図書室の課題と今後 
 




























する法律」（「第五次医療法改正」）平成 18.6.21 公布（平成 19.4.1 施行）（平成 18 年
6 月 21 日法律第 84 号）４ 




















室設置義務の変化をみると、昭和 23 年に 20 床以上の総合病院は図書室を持つことが規定
されていた。ところが、平成 4 年 6 月の医療法の第 2 次改正では「特定機能病院」が、平
成 9 年 4 月の医療法の第 3 次改正では、「地域医療支援病院」が制度化され、図書室を持
つことが規定された。言い換えれば、一般病院は医療法上、病院図書室を持つという義務
がなくなったということである。 
 特定機能病院は平成 4 年 6 月に創設され、平成 5 年 4 月から制度化された。地域指定病





地域医療支援病院(第 4 条)５、特定機能病院（第 4 条の２）６はそれぞれ 22 条第 1 項第 8
号７、第 22 条第２項第 5 号８に図書室をもつことが規定さている９。平成 18 年度改正の医
療法によると地域医療支援病院とは、次の承認条件を満たした病院をいう。 
① 原則として病床数が 200 床以上の病院 
  ② 他の医療機関からの紹介患者数の比率が 80%以上(承認初年度は 60%以上) 
  ③ 他の医療機関に対して高度な医療機器や病床を提供し共同利用すること 
   ④ 地域の医療従事者の向上のため生涯教育等の研修を実施していること 
   ⑤ 24 時間体制の救急医療を提供すること 
 また、特定機能病院とは、上記のほか、以下の条件を満たし、厚生労働大臣が承認した
病院(平成 19 年 9 月現在で 84 施設)である。 
① 高度の医療の提供、開発、研修ができる病院であること 
② 内科・外科など主要な 10 以上の診療科、病床数 400 以上１０、医師・看護師数に関 
  する条件 などの外的要因を満たしていること 
  ③ 厚生労働大臣が承認したもの 
 
 平成 19 年 9 月現在で、T 医科大学を除く 81 の大学病院と東京都中央区の国立がんセン
ター、大阪府吹田市の国立循環器病センター、大阪府立成人病センターの計 84 の病院が
特定機能病院と指定されている。（注：平成 18 年 3 月 27 日に自治体病院として初めて大













1.2  医療関係広告規制緩和（平成 14 年 4 月 1 日施行） 
















1.3  診療ガイドラインの試験提供 




（EBM）の促進があげられている。厚生労働科学研究費補助金を受けて平成 14 年度から 
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  て情報を共有し、患者の希望・信条や、医療者としての倫理性、社会的な制約条件等 
  も考慮して、医療者と患者の合意の上で、最善の診療方法を選択できるように、情報 
  面からの支援をするものです。 
   このような目的を実現するため、情報提供の基本方針として以下の 4 つを柱にして 
  います。 
   ① 可能な限り科学的根拠を明示すること 
   ② 医療における実践面を重視し、科学的根拠のみでは判断困難な状況もあること 
     を充分に考慮すること 
   ③ 医療者と患者の双方への情報提供によって合意形成を支援すること 
   ④ 診療ガイドラインの作成等を担当する専門家を情報面で支援すること 
 
       
 図１ 財団法人日本医療機能評価機構 Minds http://minds.jcqhc.or.jp/ より転写 
 [平成 20.2.12 確認] 
 
1.4  厚生労働省「平成 18 年度の医療改革を念頭においた医療制度の見直しの方向性   
(中間まとめ)」 
平成 17 年 7 月 27 日、厚生労働省は「平成 18 年度の医療改革を念頭においた医療制度
の見直しの方向性(中間まとめ)」１６を公表し、次のように記述している。 
 
   EBM 志向の診療ガイドライン作成が進められており、疾病毎に診断・治療方法に関す
る質の高い情報を得ることが可能になりつつあるが、現状では、(中略)国民一般向け の情
報整備については研究途上にある。(中略)患者が主体的に医療に参加する環境の整備を図






















1.6  医療安全対策検討会議（平成 14 年 4 月 7 日） 
















1.7  診療情報の提供、EBM の定着 







「先に示した 1.3 の診療ガイドライン(Minds)はこの趣旨に基づいて作成されている 
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1.8  がん対策基本法（平成 18 年 6 月 23 日制定、平成 19 年 4 月施行）２０ 
がんが日本人の死亡原因の約 31％で、年間 30 万人以上の患者が死亡（骨折よりも多い
といわれている。）しているという現状から、国を挙げて、「がんとの闘い」に取り組むこ
との意志を明確にし、がん医療を改善する契機とするため、政府は、がんの医療に関する
情報の収集提供体制の整備（17 条、18 条）等、19 項目の付帯決議をした。この法律に基
づいて、国立がんセンターがん対策情報センター２１が平成 18 年 10 月にオープンした。 





京)、第 3 回(広島)と引き継がれている。 
 
1.9  国立がんセンターがん対策情報センター（平成 18 年 10 月） 
(1）一般向け情報、医療関係者向け情報、がん診療連携拠点病院向け情報に分けて提供 
がん対策基本法の「（がん医療に関する情報の収集提供体制の整備等）第 17 条」に基づ
き、平成 18 年 10 月に国立がんセンター癌対策情報センターが設置された。国立がんセン
ター癌対策情報センターでは、一般向け、医療関係者向け、癌診療連携拠点病院向けの３
つの情報に分けて、提供されている（図２）。 
    
図２  国立がんセンターがん対策情報センターのホームページ  
 http://ganjoho.ncc.go.jp/public/index.html[平成 20.2.12 確認] 



















(2)  患者図書室機能② ５次（平成 16 年 12 月発行：病院機能評価 総合版評価項目     
解説集 V5.0）から  










機能評価認定病院は、平成 20 年 1 月 28 日現在、認定病院数 2438 病院である２４。 
 
2.1 個人情報の保護に関する法律(平成 15 年 5 月 30 日法律第 57 号) 








































  患者図書室の現状についての悉皆的な全国調査は未見である。 
本章では、“いいなステーション ウェブサイト”２７から引用した平成 19 年 11 月 11
日現在の「医療情報が入手できる施設一覧」の中から引用した公共図書館を除く患者図書
室 96 施設（別表１参照）と平成 18 年人口動態調査の都道府県別人口２８から引用作成した
「患者図書室と都道府県別人口比較」（表１）から、都道府県の人口と患者図書室の割合を






在しない 0 施設の県が 11 県ある。 
表１ 患者図書室数と都道府県別人口の比較  








1 福井県 808,000 3 269,333 0.37129 
2 徳島県 801,000 2 400,500 0.24969 
3 岡山県 1,938,000 4 484,500 0.20640 
4 富山県 1,098,000 2 549,000 0.18215 
5 鳥取県 600,000 1 600,000 0.16667 
6 山形県 1,201,000 2 600,500 0.16653 
7 静岡県 3,719,000 6 619,833 0.16133 
8 沖縄県 1,361,000 2 680,500 0.14695 
9 岩手県 1,370,000 2 685,000 0.14599 
10 東京都 12,405,000 17 729,706 0.13704 
11 島根県 732,000 1 732,000 0.13661 
12 高知県 787,000 1 787,000 0.12706 
13 愛知県 7,136,000 8 892,000 0.11211 
14 熊本県 1,829,000 2 914,500 0.10935 
15 広島県 2,846,000 3 948,667 0.10541 
16 香川県 1,003,000 1 1,003,000 0.09970 
17 長野県 2,154,000 2 1,077,000 0.09285 
18 大阪府 8,642,000 8 1,080,250 0.09257 
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19 宮崎県 1,145,000 1 1,145,000 0.08734 
20 石川県 1,163,000 1 1,163,000 0.08598 
21 新潟県 2,408,000 2 1,204,000 0.08306 
22 京都府 2,598,000 2 1,299,000 0.07698 
23 滋賀県 1,363,000 1 1,363,000 0.07337 
24 北海道 5,585,000 4 1,396,250 0.07162 
25 長崎県 1,461,000 1 1,461,000 0.06845 
26 山口県 1,471,000 1 1,471,000 0.06798 
27 福岡県 5,015,000 3 1,671,667 0.05982 
28 群馬県 1,985,000 1 1,985,000 0.05038 
29 栃木県 1,988,000 1 1,988,000 0.05030 
30 千葉県 5,999,000 3 1,999,667 0.05001 
31 岐阜県 2,064,000 1 2,064,000 0.04845 
32 福島県 2,070,000 1 2,070,000 0.04831 
33 兵庫県 5,506,000 2 2,753,000 0.03632 
34 茨城県 2,934,000 1 2,934,000 0.03408 
35 埼玉県 6,989,000 2 3,494,500 0.02862 
36 神奈川県 8,710,000 1 8,710,000 0.01148 
37 宮城県 2,343,000 0 0 0.00000 
37 和歌山県 1,023,000 0 0 0.00000 
37 奈良県 1,407,000 0 0 0.00000 
37 大分県 1,199,000 0 0 0.00000 
37 青森県 1,419,000 0 0 0.00000 
37 秋田県 1,130,000 0 0 0.00000 
37 鹿児島県 1,738,000 0 0 0.00000 
37 山梨県 867,000 0 0 0.00000 
37 三重県 1,832,000 0 0 0.00000 
37 佐賀県 859,000 0 0 0.00000 
37 愛媛県 1,453,000 0 0 0.00000 
  合計 126,154,000 96   
注：総人口：厚生労働省 平成 18 年 人口動態調査 1Ⅰ 上巻 附録 第 4 表-1  年次・都道府県・
性別 –総数-（平成 18 年 10 月 1 日現在）と“いいなステーション ウェブサイト”の平成 19 年 11 月





れており、その数は 62 施設で、市区立図書館は、789 市（全市区立の９８％）に設置さ
れており、その数は 2,414 施設である。町村立図書館は 530 町村（全町村の 51.9%）に設
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置されており、その数は 613 施設である。さらに広域市町村に 2 施設、私立図書館が 20
施設あり、合計すると 3,111 施設の図書館がある。 
患者図書室の設置は 96 施設で、人口 100,000 人に対して表 2 によると、最大でもわず
か 0.761 室である。一方、公共図書館では、2.466 館となる。即ち、患者図書室を１とす
ると、公共図書館は 31 倍多く設置されていることになる。 
このため、発展途上期の患者図書室は現実的な方策として公共図書館との積極的な連携
も視野に入れていく必要があるのではないかと思われる。 
   
表２ 患者図書室、公共図書館の設置書館の設置数と日本の人口 100000 人に対する割合 















患者図書室 126,154,000  96 1,314,104 0.761 1 
公共図書館 126,154,000  3,111 40,551 2.466 31 
公 共 図 書 館は 平 成 19 年 度 の 設 置数 値 は 日 本図 書 館 協 会ホ ー ム ペ ージ よ り 引 用し た。
（http://www.jla.or.jp/statistics/2007pub.html） 
 
 次に公共図書館の年間資料費(別表２p.111 から引用)を見てみると、表 3 では、年間資料
費は 2,996,510,000 円、国民一人当たり 23.75 円で人口 100,000 人当たりでは、2,375,279
円である。また、年間来館者数 239,980,000 人で、総人口 126,154,000 人（表１）と比較
すると、国民は年間一人当たり年約 2 回公共図書館を利用していることとなる。人口
100,000 人当たりの来館者数は 190,228 人である。また、年間受け入れ冊数は 18,104,000
冊で、国民一人当たりでは、0.14 冊で、人口 100,000 人当たりでは 14,351 冊が受け入れ
られていることとなる(表 3)。 
  









2,996,510,000 円 23.75 円 2,375,279 円 
年間来館者数 239,980,000 人 1.90 回 190,228 人





公共図書館は市民の身近にある施設である。2005 年 2 月 24 日、IT 戦略本部「IT パッ
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ケージ 2005―世界最先端の IT 国家実現に向けて―」において、「医療・法律・ビジネス
に関する情報提供等の多様な図書館サービス」が次のように言及されている３０。3 教育人





























.htm [確認日：平成 20.2.5] 
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サテライトは、関西医科大学附属枚方病院から、敷地内に建設する「情報交流センター」
の一部を市の施設として活用してほしいと、枚方市立図書館に無償貸与されたのを機に、





書は一般書約 7,000 冊、文庫 3,000 冊、児童書 2,000 冊、新聞 3紙、雑誌 63 誌でスタート
した。現在は雑誌のバックナンバーなども含め約 2万冊を開架している。また、医学・医
療に関する特集コーナーを設けており、1ヶ月の貸出冊数はおおむね 11,000 冊を超えてい




















図 7 枚方市立中央図書館市駅サテライト正面 図 8 外来患者呼出システム 
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  日本における医療情報を提供している患者図書室/患者情報室一覧（公立図書館を除く） 
                                   平成 19 年 11 月 17 日現在 
No 病院名 図書室・情報室名 type 住所 
1 市立函館病院 やさしい医学書コーナー 患者情報室 北海道函館市 
2 日鋼記念病院 健康情報ライブラリー 患者情報室 北海道室蘭市 
3 天使病院 中央図書室 患者情報室 北海道札幌市 









からだ館 がん情報ステーション その他 山形県鶴岡市 
8 山形県立日本海病院 日本海文庫 患者情報室 山形県酒田市 
9 竹田総合病院 患者図書コーナー「ポプラ」 患者情報室 福島県会津若松市 
10 桐生厚生総合病院 病院図書室 職員図書室 群馬県桐生市 
11 栃木県立がんセンター こやま文庫 患者情報室 栃木県宇都宮市 
12 日立総合病院 
患者さま図書・情報コーナー   
「モンキーポッド」 
患者情報室 茨城県日立市 
13 埼玉協同病院 患者図書室 患者情報室 埼玉県川口市 
14 埼玉県立がんセンター 医学図書館 職員図書室 
埼玉県北足立郡伊奈
町 
15 千葉県がんセンター 患者図書室（にとな文庫） 患者情報室 千葉県千葉市 
16 千葉県済生会習志野病院 患者図書室「あおぞら」 患者情報室 千葉県習志野市 
17 亀田総合病院 患者さま情報プラザ プラタナス 患者情報室 千葉県鴨川市 
18 国立がんセンター中央病院 がん情報プラザ「つきじ」 患者情報室 東京都中央区 
19 聖路加国際病院 さわやか学習センター 患者情報室 東京都中央区 
20 聖路加看護大学 
看護実践開発研究センター    
るかなび 
その他 東京都中央区 
21 虎ノ門病院 患者図書室 患者情報室 東京都港区 
22 東京大学医学部附属病院 患者学習センター 患者情報室 東京都文京区 
23 都立駒込病院 医療情報・相談室 患者情報室 東京都文京区 
24 新葛飾病院 からだ学習館 患者情報室 東京都葛飾区 




からだのとしょしつ 患者情報室 東京都大田区 
27 日本赤十字社医療センター やさしい医学書コーナー 職員図書室 東京都渋谷区 
28 国立病院機構 文献情報センター その他 東京都目黒区 
29 日本病院患者図書館協会 いのちの図書館 その他 東京都港区 
別表１
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30 東京医科大学病院 患者さま図書室 患者情報室 東京都新宿区 
31 東京女子医科大学病院 からだ情報館 患者情報室 東京都新宿区 
32 河北総合病院 健康図書室 患者情報室 東京都杉並区 
33 都立豊島病院 医療情報室 患者情報室 東京都板橋区 
34 青梅市立総合病院 病気のことがわかる図書コーナー 患者情報室 東京都青梅市 
35 総合新川橋病院 情報コーナー 患者情報室 神奈川県川崎市 




からだのとしょかん 患者情報室 新潟県新潟市 
38 国立長野病院 ホッとらいぶらり・長野 患者情報室 長野県上田市 
39 長野赤十字病院 からだの図書館 患者情報室 長野県長野市 
40 静岡県立静岡がんセンター あすなろ図書館 患者情報室 静岡県駿東郡長泉町
41 静岡県立こども病院 図書室 職員図書室 静岡県静岡市 
42 静岡市立清水病院 医療情報コーナー 患者情報室 静岡県静岡市 
43 浜松赤十字病院 いきいき健康図書館 患者情報室 静岡県浜松市 
44 聖隷三方原病院 医学情報プラザ 患者情報室 静岡県浜松市 
45 藤枝市立総合病院 患者用図書室 患者情報室 静岡県藤枝市 
46 市立砺波総合病院 オアシス文庫 患者情報室 富山県砺波市 
47 富山市立富山市民病院 さんぽ図書館 患者情報室 富山県富山市 
48 恵寿総合病院 患者図書コーナー 患者情報室 石川県七尾市 
49 高山赤十字病院 ラウンジ図書コーナー 患者情報室 岐阜県高山市 
50 福井県立病院 ふれあい図書室すいせん 患者情報室 福井県福井市 













患者情報ライブラリー 患者情報室 愛知県名古屋市 
56 豊田厚生病院 情報コーナー～からだプラザ～ 患者情報室 愛知県豊田市 
57 トヨタ記念病院 医療情報ライブラリー 患者情報室 愛知県豊田市 
58 総合大雄会病院 図書室 患者情報室 愛知県一宮市 
59 海南病院 体と健康プラザ・患者図書室 患者情報室 愛知県弥富市 
60 藤田保健衛生大学病院 さわやか図書コーナー 患者情報室 愛知県豊明市 
61 滋賀県立成人病センター ふれあい文庫 患者情報室 滋賀県守山市 
62 京都南病院 図書室 職員図書室 京都府京都市 
63 いわくら病院 図書館 患者情報室 京都府京都市 
64 淀川キリスト教病院 医学情報コーナー 患者情報室 大阪府大阪市 
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65 大阪医療センター 患者情報室 患者情報室 大阪府大阪市 
66 大阪厚生年金病院 患者情報室「ラヴェンダー」 患者情報室 大阪府大阪市 
67 大阪暁明館病院 暁明館「健康ライブラリー」 患者情報室 大阪府大阪市 
68 池田市民病院 からだのとしょしつ 患者情報室 大阪府池田市 
69 阪南中央病院 患者情報室「とまり木」 患者情報室 大阪府松原市 




闘病記文庫「さくらんぼ」 その他 大阪府羽曳野市 
72 神戸大学医学部附属病院 患者情報コーナー 患者情報室 兵庫県神戸市 




総合患者支援センター患者図書室 患者情報室 岡山県岡山市 
75 岡山旭東病院 情報コーナー健康の駅 患者情報室 岡山県岡山市 
76 津山中央病院 医療情報プラザ 患者情報室 岡山県津山市 




医療情報図書室 BURA 患者情報室 広島県福山市 




情報収集室 患者情報室 広島県広島市 
81 鳥取大学医学部附属病院 医学図書室 患者情報室 鳥取県米子市 
82 島根大学医学部附属病院 ふらっと 患者情報室 島根県出雲市 
83 山口大学医学部附属病院 院内図書館 患者情報室 山口県宇部市 
84 香川大学医学部附属病院 患者図書室 患者情報室 香川県木田郡三木町
85 徳島大学医学部附属病院 患者図書室 患者情報室 徳島県徳島市 
86 徳島赤十字病院 図書室 職員図書室 徳島県小松島市 
87 高知医療センター なるほどライブラリ 患者情報室 高知県高知市 
88 白十字病院 医療情報プラザ 患者情報室 福岡県福岡市 




保健･福祉･情報センター その他 福岡県北九州市 
91 佐世保中央病院 医療情報プラザ 患者情報室 長崎県佐世保市 
92 熊本機能病院 健康生活図書館 患者情報室 熊本県熊本市 




患者らいぶらり 患者情報室 宮崎県宮崎市 
95 ちばなクリニック 市民健康図書室かりん 患者情報室 沖縄県沖縄市 
96 中頭病院 さわやか文庫 患者情報室 沖縄県沖縄市 
                         作成：いいなステーション 池上英隆 
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    日本の図書館統計 2007（データは、『日本の図書館 統計と名簿』刊行前の速報） 
                                       日本図書館協会 























 62 2,414 613 2 20 3,111
    62 2,381 617 2 20 3,082
専任職員
数 
計 1,730 10,661 1,092 6 84 13,573




1039 5,207 624 3 41 6,941
    1,071 5,286 628 3 40 7,028
兼任職員
数 
計 15 748 553 2 17 1,335




6 78 35   3 122
    6 71 32 1 4 114
蔵書冊数（千冊） 39,524 283,098 41,063 246 1,783 365,713
    38,676 275,909 40,237 237 1,650 356,710
図書計 1,252 14,790 2,019 10 34 18,104
  1,272 15,504 2,155 12 27 18,970
うち購入図
書 842 12,295 1,642 8 11 14,798
  890 12,932 1,812 10 13 15,657
新聞 5 26 4 ◎ ◎ 35
  5 25 4 ◎ ◎ 35




  95 246 38 ◎ 3 382
来館者数 (千人） 19,775 196,756 22,939 406 103 239,980
    19,211 194,598 22,499 400 109 236,817
個人貸出 3,696 39,754 4,586 32 21 48,089
  
登録者数
（千人） 3,265 40,684 4,551 29 21 48,549
  貸出数（千 18,353 582593 53,447 350 120 654,863
別表２
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  点） 17,894 546,405 53,512 343 109 618,264
団体貸出（貸出数） 958 13,598 2,307 25 3 16,891
    970 12,811 2,297 21 1 16,101
予約件数 (千件） 944 49,382 1,305 8 2 51,640
    829 43,566 1,249 8 1 45,653
経常的経








費 4 9146 161 4370 11 8796  1442 178 3754
  7 2944 145 9510 12 8972 1377 166 2802
31 6979 249 2913 35 2826  2552  4749 317 0018資料費（経
常） 33 5515 258 0183 36 1082 2926 5018 328 4725
うち図書費 25 0086 190 5751 27 9761  1800  2023 243 9419
  26 4728 198 9554 29 4491 2098 2156 255 3027
臨時資料
費 1 0554 12 7976 1 4792  15 3322
決算額（億 
万円） 
  7324 22 5436 2 8557  26 1316
経常的経








費 3 2437 183 3498 3 4391  313 190 0639
  7717 121 5998 11 5932 2182 134 1829
31 0462 237 4140 30 4878  2040  4990 299 6510資料費（経
常） 32 4648 240 2123 31 3506 2370 4383 304 7030
うち図書費 24 4301 178 5848 23 3060  1330  1757 226 6296
  25 9581 182 3446 24 2158 1630 2335 232 9149
臨時資料
費  105 15 2656  7370  16 0130
予算額（億 
万円） 
  229 9 1809 791  9 2829
注） *この数値は、『日本の図書館-統計と名簿』の集計表より抜粋したものである。 
   *各項目の上段が２００７年版数値、下段は２００６版数値を示す。 
   *館において回答のない項目がある。集計の際、四捨五入しているので計と内訳の合計は一致しな
い場合がある。 
   日本図書館協会のホームページより引用 http://www.jla.or.jp/statistics/2007pub.html 
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注 
１  患者図書室の現状や問題点については、2006 年に大阪市立大学大学院創造都市研究科
院生共同研究による公開シンポジウムの内容を基に加筆・補正を行った。 
２  『図書館ハンドブック 6 版』日本図書館協会, 2005, p.111 では、次のように用語解説
がある。 















４   http://www.shugiin.go.jp/itdb_housei.nsf/html/housei/16420060621084.htm [確
認：平成 20.2.15] 
５  医療法第 4 条 http://www.houko.com/00/01/S23/205.HTM [確認:2008.2.15] 
６  医療法第 4 条の２ http://www.houko.com/00/01/S23/205.HTM [確認:2008.2.15] 
７  医療法第 22 条「地域医療支援病院は、前条第１項（第９号を除く。）に定めるものの 
  ほか、厚生労働省令の定めるところにより、次に掲げる施設を有し、かつ、記録を備 
  えて置かなければならない。－略－8．図書室」平成 9 年 4 月代 3 次改定で制度化さ 
  れた。http://www.houko.com/00/01/S23/205.HTM [確認:2008.2.15] 
８  医療法第 22 条 2「特定機能病院は、第 21 条第１項（第１号及び第９号を除く。）に 
  定めるもののほか、厚生労働省令の定めるところにより、次に掲げる人員及び施設を 
  有し、かつ、記録を備えて置かなければならない。－略－5．前条第４号から第８号 
  までに掲げる施設」http://www.houko.com/00/01/S23/205.HTM [確認:2008.2.15] 
９   昭和 23 年の医療法第 22 条では、20 床以上の総合病院は図書室を持つことが規定さ
れていたか、平成 12 年の改正で地域医療支援病院及び特定機能病院のみが図書室を
持つことが規定されている。それ以外の病院は図書室を持たなくて良いと解釈できる。 
１０   平成 16 年に行われた承認要件の見直しで、従来の「500 床」から「400 床」に病床
数が緩和。また、平成 18 年の医療制度改革で特定機能病院にかかる制度の改正（平
成 19 年 4 月施行）が行われた。 
１１  特定機能病院では医療事故に伴う承認の変動がある。例えば、平成 11 年 8 月には Y
大学医学部付属病院が承認を辞退したが、平成 13 年 1 月に再承認された。平成 14 年
9 月には T 医大、平成 17 年 8 月にＴ大学が承認を取り消されている。T 大学は平成
19 年 9 月に再承認されている。 
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１２  「医業若しくは歯科医業又は病院若しくは診療所に関して広告し得る事項について」 
http://www.wam.go.jp/wamappl/bb13GS40.nsf/0/49256fe9001ac4c749256b8f002c3
0fe/$FILE/siryou.PDF [確認：平成 20.2.15] 
１３ 医療法 69 条（医業、歯科医業又は助産師の業務の広告）平成 14 年 3 月 29 日告示前
までの医療法。 
１４ 例えば、インターネット上の医療情報の一例として次がある。[確認: 平成 20.02.05] 
    www.wam.go.jp/iryo/ 独立行政法人福祉医療機構「福祉・健康･医療の総合情報サイ
ト」http://www.kenporen-hios.com/ 健康保険組合連合会「けんぽれん 病院情報ほす 
 ぴたる」http://minds.jcqhc.or.jp/  「医療情報サービス 診療ガイドライン」厚生労
働科学研究費補助金により試験公開中。 www.himawari.metro.tokyo.jp 「東京都 
ひまわり」（各都道府県に独自のネットあり） 
１５ 計画スケジュールとしては、平成 16 年度より、一般市民・患者向けに診療ガイドライ
ン が 試 験 提 供 さ れ て い る 。 財 団 法 人 日 本 医 療 機 能 評 価 機 構 Minds 
http://minds.jcqhc.or.jp/[確認：平成 20.2.12] 
１６ 「平成１８年の医療制度改革を念頭においた医療計画制度の見直しの方向性」（中間ま  
 とめ）http://www.mhlw.go.jp/shingi/2005/07/s0727-11a.html[確認:平成 20.2.05] 





１８ 「医療安全推進総合対策～医療事故を未然に防止するために～」2 章医療安全確保に 
あたっての課題と解決方策 2-1医療機関における安全対策(7)医療機関における信頼の 
確保のための取組 http://www.mhlw.go.jp/topics/2001/0110/tp1030-1y.html[確認： 
平成 20.2.05]  
１９ 前掲 16)の「◇医療の質の向上と効率化に関する今後の取組の」の「(患者自らの選択
に基づく患者本位の医療の提供)」の項に記載されている。 [確認:平成 20.2.05] 
２０ http://law.e-gov.go.jp/announce/H18HO098.html [確認:平成 20.2.05] 
２１ http://www.ncc.go.jp/jp/cis/index.html[確認:平成 20.2.10] 
２２ http://www.ncc.go.jp/jp/cis/function.html#01[確認 20.2.15] 
２３ 日本医療機能評価機構。http://jcqhc.or.jp/html/index.htm [確認: 平成 20.2.5] 
 なお、2005 年 7 月評価訪問から、この病院評価項目は Ver.5.0 になって、「医療提供
の新第 4 領域 組織と運営」に項目を移動している。 
２４ http://www.report.jcqhc.or.jp/ [確認:平成 20.2.22] 





osaka-cu.ac.jp/JI/index.php [確認: 平成 20.2.5]）の開原成允「これからの医療情報を
考える」及び「パネルディスカッション」から引用・参考にした。 
    パワーポイントは上記報告書 p.45 から転写 
２７ http://www.e7station.com/html/library/index.html [確認：平成 20.2.13] 
２８ http://wwwdbtk.mhlw.go.jp/toukei/cgi/sse_kensaku  [確認：平成 20.2.13] 
２９ http://www.jla.or.jp/statistics/2007pub.html [確認:平成 20.2.5]から引用 
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３０ http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/kettei/050224/050224pac.html [確認:平成
20.2.15]  




３３ http://www.oml.city.osaka.jp/net/ref/guide11v1.0.pdf[平成 20.2.15] 





  開館」『図書館年報 2006』，枚方市立中央図書館，2006.12，p.2-3．に詳細に記載。 
 



























問1 入力項目(3)  アルファベット1文字 
問1 入力項目(4)   右空欄内（自治体名）の文字列をそのまま転記。なければブランク。 
問2 入力項目(5)  アルファベット1文字 
問2 入力項目(6)  右空欄内（自治体名）の文字列をそのまま転記。なければブランク。 
問3 入力項目(7)  アルファベット1文字 
問4 入力項目(8)  アルファベット1文字 
問5 入力項目(9)   a, b, d, e, f, g・・・アルファベット1文字（例：a） 
           c・・・アルファベット1文字とカタカナ1文字を続けて入力（例：cイ)          
 
II. 図書館への来館目的等についてお尋ねします。 
問6 注意事項： 2行以上にわたる複数回答は、先頭行を優先して入力。 
問6 入力項目(10)  アルファベット1文字 
問6 入力項目(11)   所要時間（分）を示す数字を入力 
問7 入力項目(12)  アルファベット1文字 
問8 入力項目(13)  アルファベット1文字 
       複数が選択されている場合はコンマ（，）で区切る（例：a,b,c） 
問9 入力項目(14)  アルファベット1文字 
       複数が選択されている場合はコンマ（，）で区切る（例：a,b,c） 
問10-1 入力項目(15) アルファベット1文字 
 問10-2 入力項目(16)  アルファベット1文字 
問11-1 入力項目(17)  アルファベット1文字 
問11-2 入力項目(18)  アルファベット1文字 
問11-3 入力項目(19)  アルファベット1文字 
問11-4 入力項目(20)  アルファベット1文字 
問11-5 入力項目(21)  アルファベット1文字 
問11-6 入力項目(22)  アルファベット1文字 
問12  入力項目(23)  アルファベット1文字 
 
III. ビジネス支援サービスについてお尋ねします。 
問13  入力項目(24)  アルファベット1文字 
問14-① 入力項目(25)  アルファベット1文字  
        複数が選択されている場合はコンマ（，）で区切る（例：a,b,c） 
問14-② 入力項目(26)  アルファベット1文字 
        複数が選択されている場合はコンマ（，）で区切る（例：a,b,c） 
問15-① 入力項目(27)  アルファベット1文字 
        複数が選択されている場合はコンマ（，）で区切る（例：a,b,c） 
問15-② 入力項目(28)  アルファベット1文字 
        複数が選択されている場合はコンマ（，）で区切る（例：a,b,c） 
問16  入力項目(29)  アルファベット1文字 
        複数が選択されている場合はコンマ（，）で区切る（例：a,b,c） 
問17  入力項目(30)  記載あり・・・数字の1を入力 
            記載なし・・・数字の0を入力 
 
IV. 大阪資料・古典籍サービスについてお尋ねします。 
問18-1 入力項目(31)  アルファベット1文字 
問18-2 入力項目(32)  アルファベット1文字 
        複数が選択されている場合はコンマ（，）で区切る（例：a,b,c） 
問19-① 入力項目(33)  アルファベット1文字 
        複数が選択されている場合はコンマ（，）で区切る（例：a,b,c） 
問19-② 入力項目(34)  アルファベット1文字 
        複数が選択されている場合はコンマ（，）で区切る（例：a,b,c） 
問20-① 入力項目(35)  アルファベット1文字 
        複数が選択されている場合はコンマ（，）で区切る（例：a,b,c） 
問20-② 入力項目(36)  アルファベット1文字 
        複数が選択されている場合はコンマ（，）で区切る（例：a,b,c） 
問20-③ 入力項目(37)  アルファベット1文字 
        複数が選択されている場合はコンマ（，）で区切る（例：a,b,c） 
 
V. 本日お受けになったサービス等についておうかがいします。 
(1) どの程度満足しましたか？       入力項目(38) 数字1桁 
(1) 左の項目はあなたにとって大切ですか？ 入力項目(39) 大切である・・・数字の1を入力 
                                                       大切でない・・・数字の0を入力 
(2) どの程度満足しましたか？       入力項目(40) 数字1桁 
(2) 左の項目はあなたにとって大切ですか？ 入力項目(41) 大切である・・・数字の1を入力 
                                                       大切でない・・・数字の0を入力 
 (3) どの程度満足しましたか？       入力項目(42) 数字1桁 
(3) 左の項目はあなたにとって大切ですか？ 入力項目(43) 大切である・・・数字の1を入力 
                                                       大切でない・・・数字の0を入力 
(4) どの程度満足しましたか？       入力項目(44) 数字1桁 
(4) 左の項目はあなたにとって大切ですか？ 入力項目(45) 大切である・・・数字の1を入力 
                                                       大切でない・・・数字の0を入力 
(5) どの程度満足しましたか？       入力項目(46) 数字1桁 
(5) 左の項目はあなたにとって大切ですか？ 入力項目(47) 大切である・・・数字の1を入力 
                                                       大切でない・・・数字の0を入力 




  記載なし・・・数字の0を入力 
 
 
 
 
 
 
 
